
生活保護制度の改善を求める意見書 
 
 急速な高齢化や近年の厳しい経済環境のもと、全国的に生活保護受給

者が増加しています。特に本区においては、路上生活者が２３区で一番

多いことや地理的要因により地方から職を求めて上京する失業者が集ま

るなど、今後とも生活保護受給者の増加が見込まれています。 
本区の平成２４年８月時点での生活保護受給世帯は、７，８９４世帯、

受給人数は８，５９６人となっています。保護率では４７．９‰となっ

ており、指定都市、中核市と比較しても、大阪市に次いで高率となって

おります。また、一般会計に占める生活保護費の割合が２３％を超える

など、他の自治体には見られない状態に陥っており、区の財政を大きく

圧迫しております。また、東日本大震災を背景とした防災対策の強化、

少子高齢化への対応、区有施設の維持・保全など様々な行政需要を抱え

ており、本区の財政状況は、今後さらに厳しい状況が予測されています。 
生活保護制度は、憲法第２５条に基づく国民の生存権を保障するもの

であり、本来、国が直接責任を負い、実施すべきものです。 
よって、台東区議会は、国に対し、現在、検討している生活保護制度

の改正にあたっては、費用は全額国で負担すること、特に制度の適正な

運用を図るため毎年増員している職員の人件費は、早急に財政措置を講

ずることを強く求めます。 
 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
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